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研究成果の概要（和文）：　人の死亡・傷害などの結果が発生する事態となっているにもかかわらず、これに気がつか
ずに救助を行わず、結果を発生させた者は、どの範囲で刑事責任を負うのかについて、また、そのような者が複数存在
する場合、誰が責任を負うのかについて考えた。
　当該の者が結果を予見し回避できたか（注意義務の存在）を検討し、次に結果を回避する地位や権限を有していた者
（作為義務の存在）を選び出すこと、その選び出しは特定の者に一定の行為をせよと強制することになるので、十分な
根拠づけを必要とすること、情報の開示を怠ることを処罰する特別法の創設も考えられることを明らかにした。

研究成果の概要（英文）： Under the situation that a result of the death or injury of a person has 
occurred, to what extent the other person shall take the criminal liability when he/she dose not notice, 
therefore dose not provide a rescue, and thereby causes the result (the death or injury), as well as who 
of them shall take the liability in case that there are plural persons who causes such a result ?
 This study is addressed to clarify the following: a) At first an examination is made if the persons 
concerned can foresee and avoid the result (duty to care), then a person who has the position or power to 
avoid the results (duty to act) is selected. b) The selection forces specified persons to act in certain 
manners, therefore giving the enough ground to it is necessary. c) Making a special law to punish the 
failure to present the information can needed.

研究分野：刑事法学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
(1) 故意によらないで惹起された結果につ
いて、その者が結果回避措置に出ていれば、
当該結果を回避できたであろうといいうる
者が複数存在する場合、そのうちの誰が刑事
責任を問われるべきかという問題は、従来、
議論の蓄積が乏しかったところ、薬害エイズ
事件、明石歩道橋事故、明石砂浜陥没事故等
を契機として重要な最高裁判例が出される
に至り、理論的関心が向けられるようになっ
ていた。 
(2) もっとも、当時は、起訴された被告人に
ついて業務上過失致死傷罪の要件が充足さ
れるか、結果回避措置に「出ない」という不
作為態様であることに特殊性があるかとい
った、いわば既定の事実から出発する検討が
中心であった。 
そこでは、誰に刑事責任を問うべきなのか
という規範的観点からの考察がなお不十分
であったし、そのような規範的考察の理論的
基盤を提供すると考えられる、「複数人」が
「不作為」で関与する「過失犯」という複合
的事態を念頭に置いた、共犯論、不作為犯論、
過失犯論の再構成に向けた取り組みもその
必要性が意識される段階にとどまっていた
といってよい。 
(3) 過失犯、不作為犯、共犯の各分野を中心
に研究をそれぞれ進めてきた者が共働する
ことにより確固とした理論的基盤を構築し
たうえで、誰が刑事責任を負うべきなのかと
いうテーマの解明に当たろうと考えたのは、
上記のような状況を背景としていた。 
 
２．研究の目的 
 重大な死亡・傷害事故において過失責任の
存否が争われたいくつかの最高裁判例を契
機として、その問題の重要性と解明の必要性
が強く認識されるに至った「非故意的に惹起
された結果に対して因果関係のある不作為
にとどまった者が複数存在する場合に、誰が
刑事責任を負うのか」について、過失犯論、
不作為犯論、正犯・共犯論からの複合的なア
プローチを通して理論的視座と具体的な判
断枠組を提言することが本研究の目的であ
る。 
 
３．研究の方法 
(1) 研究課題が過失、不作為、共犯の複合的
事態を捉えるものであることを考慮して、各
分野を専門とする者による共働という形態
を採用する。その前提として、解決されるべ
き理論的問題点を再整理し、研究を進めるな
かで、随時、問題意識の共有をはかる。 
(2) 日本の判例及び学説に分析・検討を加え
る文献学的手法を中心としつつ、研究課題に
関して十分な理論的蓄積をもつドイツ等の
判例及び学説に分析・検討を加える比較法的
手法を採用する。 
(3) 民法などの隣接する法領域で活躍する
研究者や国外の研究者との意見交換をはか

り、刑法学にこれまで見られなかった視座を
得、最新の情報・理論的展開を学んで本研究
に反映させる。 
 
４．研究成果 
(1) 注意義務・作為義務・因果関係 
①複数人の過失競合事案を正しく捉えるた
めには、過失（注意義務違反）の判定、不作
為（作為義務違反）の判定、因果関係（危険
の現実化）の判定の３つの場面を明確に区別
しなければならない。そのうえで各場面につ
いて次のことが指摘される。 
②過失（注意義務違反）の判定のポイントは
被告人の予見可能性及びその具体的内容で
ある。すなわち、列車の運転士が、適切な制
動措置をとらないまま、当時 ATS が未整備で
あった曲線に転覆限界速度を超える速度で
列車を進入させた結果、列車が転覆して多数
の死傷者が出た事故について、鉄道会社代表
取締役社長が、平成 8 年 12 月頃から平成 10
年 6 月 26 日までの間、自己が統括する安全
対策室等の職員に対し、管内の曲線部分から
本件曲線を指定してATSを整備するよう指示
すべき注意義務があったのにこれを怠った
という過失の成否が問われたＪＲ福知山線
列車転覆事件（神戸地判平成 24・1・11）で
は、転覆の危険が具体的に予見できなかった
ことから過失責任が否定された。HIV に汚染
された非加熱血液製剤を投与された患者が
エイズを発症して死亡した薬害事件のうち、
患者への投与自体につき注意義務違反の有
無が問われた帝京大ルート（東京地判平成
13・3・28）では、非加熱製剤使用からエイ
ズ発症に至る機序の解明の程度が当該時点
においては過失の積極判断を基礎づけるの
に不十分であり、製薬会社の代表取締役らに
非加熱製剤の販売中止、回収の措置を採る業
務上の注意義務を怠った過失が問われたミ
ドリ十字ルート（大阪地判平成 12・2・24〔公
訴事実第 2〕）では当該時点において十分とさ
れたことから、過失責任の判断が分かれた。 
③不作為（作為義務違反）の判定のポイント
は被告人の地位・権限及び職務の実態である。
すなわち、上記薬害事件のうちミドリ十字ル
ート、並びに、非加熱製剤の製造・輸入の承
認等に関する行政事務を統括する立場にあ
った厚生省課長が製薬会社をして非加熱製
剤の販売を中止させ、出庫済みの同製剤を回
収させるなどの措置をとらなかったことに
業務上過失致死罪にいう過失があるかが争
われた（旧）厚生省ルート（最決平成 20・3・
3）では、製薬会社及び（旧）厚生省の接し
えた情報や被告人らが行使しえた職務・権限
に着目して不作為犯を肯定する判断が基礎
づけられた。 
④因果関係（危険の現実化）の判定のポイン
トは被告人の義務違反の実質的根拠（作為犯
であれば危険の作出、不作為犯であれば危険
の放置）である。すなわち、航行中の航空機
同士の異常接近事故について、便名を言い間



違えて降下の管制指示をした実地訓練中の
航空管制官及びこれを是正しなかった指導
監督者である航空管制官の両名が業務上過
失傷害罪に問われた日航機ニアミス事件（最
決平成 22・10・26）では、落ち度のある航空
管制官の言い間違いに対する、機長の（事後
的に見れば）不適切な措置をどのように捉え
るかが因果関係の判断を分けた。また、マン
ションの一室に設置されていた強制排気式
ガス湯沸器が不正改造により不完全燃焼を
起こし、居住者ほか１名が一酸化炭素中毒に
より死傷した事故について、同湯沸器の製造
会社及び販売会社の代表取締役社長らが業
務上過失致死傷罪に問われたパロマガス湯
沸器事件（東京地判平成 22・5・11）、トラッ
クのハブが走行中に輪切り破損したために
前輪タイヤ等が脱落し、歩行者らを死傷させ
た事故について、同トラックの製造会社で品
質保証業務を担当していた者にリコール等
の改善措置を実施するために必要な措置を
採るべき業務上の注意義務があったか、当該
事故と当該注意義務違反行為との間に因果
関係があったかが問われた三菱自工製トラ
ック車輪脱落事件（最決平成 24・2・8）では、
義務内容の特定のしかたが因果関係の判断
を左右した。 
(2) 刑事製造物責任における製品回収等の
義務 
①複数人の過失競合事案の重要な類型に刑
事製造物責任がある。ここで最高裁判例にお
いては、過失不作為犯を認定するための判断
枠組が形成されつつあると見られる。 
 すなわち、(1)③において挙げた薬害エイ
ズ事件・（旧）厚生省ルートでは、作為義務
を支える事情として、第１に「本件非加熱製
剤は、当時広範に使用されていたところ、同
製剤中にはHIVに汚染されていたものが相当
量含まれており、……これを使用した場合、
HIV に感染してエイズを発症する者が現に出
現し、かつ、いったんエイズを発症すると、
有効な治療の方法がなく、多数の者が高度の
がい然性をもって死に至ること自体はほぼ
必然的なものとして予測されたこと」を挙げ
て、危険の重大性が強調される。第２に、「当
時は同製剤の危険性についての認識が関係
者に必ずしも共有されていたとはいえず、か
つ、医師及び患者が同製剤を使用する場合、
これがHIVに汚染されたものかどうかを見分
けることも不可能であって、医師や患者にお
いてHIV感染の結果を回避することは期待で
きなかった」として、情報の偏在性が指摘さ
れる。第３に、同製剤の「取扱いを製造会社
等にゆだねれば、……〔不適切な販売・使用
のおそれが〕現実化する具体的危険が存在し
て」おり、「このような状況の下では、薬品
による危害発生を防止するため」、生物製剤
課長として「厚生省における同製剤に係るエ
イズ対策に関して中心的な立場にあ」り、「厚
生大臣を補佐して、薬品による危害の防止と
いう薬務行政を一体的に遂行すべき立場に

あった」被告人には「社会生活上、薬品によ
る危害発生の防止の業務に従事する者とし
ての注意義務が生じた」と述べて、権限の率
先性が挙げられる。このような判断枠組は、
(1)④において掲げた三菱自工製トラック車
輪脱落事件でも踏襲されている。 
②このように、危険の重大性、情報の偏在性、
権限の率先性が注意義務を判断する要素だ
としても、それらにより不作為犯としての刑
事責任がなぜ基礎づけられるのかは明らか
でない。この点を巡っては、皮革類手入れ用
スプレーを使用した者に多発した肺水腫の
被害に関して、スプレーの製造会社及び販売
会社の取締役に作為犯としての危険傷害罪
と並んで不作為犯としての過失傷害罪の成
立を認めたドイツ連邦通常裁判所の1990年7
月 6 日判決(BGHSt 37, 106)と学説の展開を
比較法的に参照するのが有益と思われる。 
 回収等の義務を支持する見解の提示する
理論的根拠は概ね次の５つに整理される。す
なわち、ａ）（上記の皮スプレー事件判決と
同様に）先行する行為による危険創出に根拠
を求め、その際、先行行為の義務違反性を不
要とする。ｂ）危険源に対する支配に依拠す
るが、そこでの支配の内容を（従来考えられ
てきた）法益侵害に至る因果経過の物理的支
配よりかなり緩やかに捉える。ｃ）民法にお
いて発展した社会安全義務を刑法の欠陥製
造物の回収に転用する。ｄ）製造物の欠陥に
関する情報が製造者側に集中している実態
に着目し、製造者による、消費者の処分権に
反した形成支配ないしは知識－物的支配と
いう考え方で説明する。ｅ）製造物責任の内
容を製品使用に対する警告としたうえで、被
害者の脆弱性に対する支配をもって基礎づ
ける、である。 
③これらの理論的根拠が十分といえるかに
ついては、結論からいえば、それぞれに難点
を指摘できる。すなわち、ａ）につき、物を
製造・販売するという先行行為の主体を誰と
みるのか、担当者の入れ替わりがあった場合
にどうするのかといった点が明らかでない、
ｂ）につき、支配概念の緩和により作為義務
の成立範囲を限定する機能が失われ、判断が
場当たり的になるおそれがある、ｃ）につい
ても、ａ）とｂ）に対する批判が妥当する、
ｄ）につき、日本の最高裁判例において義務
を支える事情として指摘されており、重視さ
れるべきではあるものの、情報を独占的に握
っているだけでは作為を刑法的に義務づけ
ることはできない、ｅ）につき、「脆弱な立
場にある被害者の保護を引き受けた」と擬制
するのであれば、それは刑事責任を負うべき
だとの結論の言い換えを出ていない、といっ
た批判である。 
④かくして、欠陥製造物の回収等の作為義務
に関する判断枠組は形成されつつあるとし
ても、その根拠づけは十分とは言いがたい状
況にある。解決の方向性としては、義務の内
容を消費者への情報開示や警告としてその



違反に低めの法定刑を設定する特別法を制
定する、法人自体への制裁を充実させるなど、
立法的な対応をはかるものと、作為義務の根
拠づけを巡る従来の議論が、それまで無関係
であった被害者の危険切迫状態を惹起した、
あるいは、そこに遭遇したケース（偶然の作
為義務）を念頭に置いていたとの理解のもと、
製品の回収等の義務が争われるのは、脆弱な
法益を保護し、あるいは、通常人では対処が
困難な危険源を監視する規範的関係が事前
に成立しているケース（予定された作為義
務）であり、後者では異なる根拠づけを模索
するものとが考えられる。 
(3) 不作為犯における正犯と共犯 
①複数人の過失競合事案では、問責対象者の
不作為による関与が正犯と評価できるか共
犯にとどまるかが大きな意味をもつ。過失犯
の（狭義の）共犯は不可罰とするのが通説的
理解だからである。そこで、作為により犯罪
を実現する正犯者と競合して、その実現過程
に関与した不作為者の刑責について考察を
行い、②のような帰結が得られた。 
②作為とは、外界の変動、すなわち、刑法が
阻止しようとしている犯罪事実の発生、法益
侵害結果の発生との関係において、自然的因
果性を有する場合であり、不作為はそれがな
い場合である。保障人的地位ないしは作為義
務の存在は、不作為を作為と同じ条文で同等
に処罰することを基礎づける、要するに、不
作為における自然的因果性の欠如を埋め合
せ、一定の経過の積極的作出である作為と当
該経過の不阻止である不作為とが等価値で
あるとの評価を導く。従って、その阻止が義
務づけられていた経過をかりに積極的に作
出したとするならば、それは幇助的寄与と評
価されるものか、共同正犯的寄与と評価され
るものかによって、作為犯に対する不作為の
関与形態を決定すべきである。 
③もっとも、わが国の学界においては、作為
犯と競合する不作為について、原則として幇
助犯にしかならないと見る向きが、現状では
比較的強い。しかしながら、作為正犯者がい
て、その犯罪実現過程に関与した不作為者が
いたという場合に、後者が前者と共同正犯に
なることは原則としてありえないという「原
則幇助犯説」とも呼ぶべき思考は、必ずしも
十分な理論的根拠のないままに無意識的に
共有されてきた疑いがある。この「原則幇助
犯説」を基礎づけようとするアプローチには、
現実に果たした役割の「小ささ」を理由とす
るものと、具体的に義務づけられる作為の
「軽さ」を理由とするものがある。それらを
詳細に検討すると、この問題において、不作
為者が期待される作為をしたならば事象経
過に対してどのような影響があったかとい
う仮定的な思考が不可欠であり、そうした仮
定的考慮を容れるならば、共同正犯が「原則
不成立」などという理屈は立たないというこ
とが明らかとなる。 
ここから「不作為者が義務を履行していた

ら」という仮定的考慮から、正犯と従犯の境
界線を探ろうとするアプローチを展開する
ことが試みられた。近似した見解は、わが国
においても既に主張されてはいたものの、幇
助犯を危険犯化するとの批判や、法益侵害結
果発生の阻止を内容としない義務を認める
と因果的共犯論に反するとの批判が向けら
れ、必ずしも有力視されてこなかった。そこ
でこれらの批判の妥当性について論究した。
くわえて、後者の批判の触れる、法益侵害結
果発生の阻止を内容としない義務を認めつ
つ、そうした義務に違反しただけの不作為者
は幇助犯にしかならないとする見解が、かつ
てわが国においても主張されたことに注目
した。同説の理論的内容を詳細に分析すると、
共同正犯が成立しうることを前提に、共同正
犯と幇助犯の区別の指針を考えるというア
プローチの正当性が確認される反面、義務内
容に応じて区別することの問題性が明らか
となった。適切な区別の指針は、義務内容で
はなく、具体的に義務づけられる作為の内容
に見出されるべきなのである。 
④敷衍すれば、当該不作為者につき作為義務
の発生を根拠づける事情が何かということ
に応じて、具体的にどのような作為が要求さ
れるかが決まり、その作為に出ていたら事態
はどうなっていたかということに応じて、そ
の不作為が共同正犯と評価される関与なの
か幇助犯と評価される関与なのかが決まる、
という考え方が妥当である。たとえば、よく
例に出される危険物の管理者について、立場
上一定の作為義務が生じうるといっても、上
記の判断を順を追って行うことによって初
めて、義務違反の内実と関与形態の評価が定
まると解される。 
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